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平成２９年労第１７７号  

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督署

長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした労働

者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付を支給しない旨

の処分を取り消すとの裁決を求めることにある。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、平成○年○月○日、Ａ会社（以下「会社」という。）に雇用され、平

成○年○月○日からはＢ会社へ出向し、Ｂ会社のシステムエンジニアとして、Ｃ

会社（以下「業務発注会社」という。）のシステム保守管理業務に従事していた。 

２ 請求人は、平成○年○月○日、Ｄ病院に受診し、「うつ病、不安障害」と診断さ

れた。請求人によると、平成○年○月から同年○月にかけての長時間労働や同年

○月の元上司からの厳しい叱責による心理的負荷により、動悸などの症状が生じ

たという。請求人は、通院治療をしていたが、平成○年○月頃から、複数名で行っ

ていた業務を１人で行うこととなり長時間労働を強いられたことから、同年○月

に症状が悪化したという。 

３ 本件は、請求人が請求人に発病した疾病は業務上の事由によるものであるとし

て療養補償給付の請求をしたところ、監督署長はこれを支給しない旨の処分（以

下「本件処分」という。）をしたことから、請求人が本件処分を不服として同処分

の取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請

求をしたところ、審査官が平成○年○月○日付けでこれを棄却する旨の決定をし

たことから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 
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２ 原処分庁 

（略） 

第４ 争  点 

請求人に発病した精神障害及びその悪化が業務上の事由によるものであると認め

られるか。 

第５ 審査資料 

(略)  

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

    (略) 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人の精神障害の発病の有無及び発病時期について、労働局地方労災医員

協議会精神障害専門部会は、平成○年○月○日付け意見書において、Ｅ医師の

意見書、請求人の申述等を踏まえ、請求人は、平成○年○月○日頃にＩＣＤ－１

０診断ガイドラインの「Ｆ３２ うつ病」及び「Ｆ４１．９ 不安障害」（以下

「うつ病」と「不安障害」を併せて「本件疾病」という。）を発病し、本件疾病

が平成○年○月○日頃から悪化したものと判断している。当審査会としても、

請求人の症状とその経過等に照らし、請求人は平成○年○月○日頃に本件疾病

を発病し、平成○年○月○日頃から本件疾病が悪化したと判断する。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働基準局

長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２６

日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）を策定しており、当審

査会としてもその取扱いを妥当なものと考えることから、以下、認定基準に基

づいて検討する。 

（３）請求人の本件疾病の発病前おおむね６か月間（以下「評価期間」という。）の

業務における心理的負荷のあった出来事についてみると、次のとおりである。 

ア 評価期間において、認定基準別表１「業務による心理的負荷評価表」（以下

「認定基準別表１」という。）の「特別な出来事」の類型に示されている「心

理的負荷が極度のもの」又は「極度の長時間労働」は認められず、「特別な出

来事」は見受けられない。 

イ そこで、評価期間における特別な出来事以外の出来事についてみると、次
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のとおりである。 

（ア）請求人は、本件疾病発病の原因となった業務による心理的負荷をもたら

す出来事として、①仕事内容・仕事量の大きな変化、②上司とのトラブル、

③休日のない連続出勤を主張するので、以下検討する。 

（イ）①についてみると、請求人は、平成○年○月頃にシステム障害の管理を行

う業務の担当となり、平成○年○月頃には、システムの年度切替作業があ

り、これらの業務を行ったことで業務量が増大し、また、トラブル防止のた

め精神的な負荷が増大した旨述べている。同出来事については、認定基準

別表１の具体的出来事「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出

来事があった」（平均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に該当するとして検

討するに、決定書理由に説示のとおり、請求人の主張する仕事の内容の変

化はいずれも業務量の増加を伴っており、審査官の認定した労働時間によ

れば、システム障害の管理を行うようになった直後の発病前４か月目から

３か月目にかけて、時間外労働時間が２０時間以上増加し、その後、おおむ

ね１か月当たり４５時間以上となったことが認められるところ、審査官の

労働時間の認定は、入退室記録、請求人の主張及び会社関係者の申述を踏

まえ行われており、おおむね妥当と認められることから、当審査会として

は、その心理的負荷の強度は「中」であると判断する。なお、請求人は、労

働時間について、モバイル当番の日の待機時間も全て労働時間に算入すべ

きであると主張するが、決定書理由に説示のとおり、自宅においてときど

きメールをチェックするものであり、障害が発生して対応する場合でも、

実際に作業に要した時間はせいぜい１時間３０分程度であると認められる

ことから、自宅での待機時間全てを労働時間とみることは適当ではなく、

請求人の主張は採用できない。 

（ウ）②についてみると、請求人は、Ｆから叱責を受け続け、平成○年○月○日

には、仕事に向いていない、社会人として失格などとＦから口頭で厳しい

叱責を受け、これに先立ち、同日、Ｇからもメールと口頭で叱責されるなど

いじめを受けた旨述べている。同出来事は、業務の範囲内での叱責とみら

れることから、認定基準別表１の具体的出来事「上司とのトラブルがあっ

た」（平均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に該当するとみると、Ｆの請求

人に対する言い方には多少厳しい部分はあるものの、決定書理由に説示の
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とおり、Ｆは請求人の業務への取組みに対して指導、叱責をしているにす

ぎず、Ｇの指導も同様であって、これらに鑑みれば、当審査会としては、そ

の心理的負荷の強度は「弱」であると判断する。 

なお、Ｆは請求人の上司ではなく客である業務発注会社の人間であるこ

とから、念のため、同人からの叱責を認定基準別表１の具体的出来事「顧客

や取引先からクレームを受けた」（平均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に

該当したとして検討しても、請求人はＦからクレームを受けたものの、一

件記録を精査すると、取引関係、業務内容・業務量に大きな変化はなかった

とみられ、その心理的負荷の強度は「弱」であると判断する。 

（エ）③についてみると、請求人は、平成○年○月から同年○月にかけて、２週

間以上の連続勤務をしたと述べている。同出来事につき、認定基準別表１

の具体的出来事「２週間（１２日）以上にわたって連続勤務を行った」（平

均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に当てはめて検討するも、決定書理由に

説示のとおり、連続勤務が行われた期間は、いずれも、自宅作業日が含まれ

ており、自宅作業日の作業時間は１時間３０分を上回らないことや、自宅

作業日を挟まずに１２日間以上の連続勤務を行った期間は見当たらないこ

とに鑑みれば、当審査会としては、請求人が連続勤務と主張する出来事の

心理的負荷の強度は「弱」であると判断する。 

（オ）労働時間についてみると、評価期間において、一件記録を精査するも、請

求人に恒常的な長時間労働は認められない。 

（カ）以上を総合すると、本件疾病に関して請求人が主張する業務による心理

的負荷をもたらす出来事は、「中」の出来事が１つ、「弱」の出来事が２つ

であるから、その心理的負荷の全体評価は「中」と判断することが妥当であ

り、請求人に発病した本件疾病は業務上の事由によるものとは認められな

い。 

（４）請求人は平成○年○月○日頃に本件疾病が悪化していることが認められるが、

決定書理由に説示のとおり、本件疾病悪化の前に認定基準別表１の特別な出来

事に該当する出来事は認められないから、同悪化について業務起因性は認めら

れない。 

３ 結  論 

以上のとおり、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、
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請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 


